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平成２７年度普通会計決算の概要について 

 

 「普通会計」とは、総務省が行っている「地方財政状況調査」上、全国統一的に用いられる

会計区分であり、これにより、全国各市町村との財政比較や統一的な掌握が可能となります。 

宜野湾市の普通会計は、一般会計と区画整理事業特別会計が調製され、純計された会計とな

っています。 

 

平成２７年度の本市における普通会計の決算規模は歳入総額３８，５５６，８０１千円、歳

出総額３７，６９８，３０１千円となっています。また平成２６年度の普通会計決算額と比較

すると、歳入で２，８８６，７７４千円の減（△７．０％）、歳出で２，７２８，７７７千円

の減（△６．７％）となっています。 

 

  歳入科目の対前年度比較では、地方税（市税）は全体として１８４，０６４千円の増（１．

８％）となっており、その内訳として、市民税１２６，２５６千円の増（３．０％）、固定資

産税２１，６９６千円の増（０．４％）、軽自動車税８，２１４千円の増（３．３％）、市町

村たばこ税２７，３３４千円の増（３．９％）、入湯税５６４千円の増（１６．４％）という

状況です。 

 

配当割交付金は、３，７８４千円の増（１４．５％）、地方消費税交付金は、６７２，１２

４千円の増（８５．２％）等大幅な伸びがあり、地方特例交付金については、１，８２８千円

の増（７．４％）という状況です。地方譲与税は、今年度も６，９７９千円の増（５．０％）、

利子割交付金は、２，６１１千円の減（△１４．９％）、自動車取得税交付金については、１

２，２４２千円の大幅増（９１．５％）という状況です。 

 

地方交付税は８６，４７２千円の増（１．６％）で、うち普通交付税は７５，３２２千円の

増（１．６％）で、特別交付税は１１，１５０千円の増（１．９％）となっています。また、

交通安全対策特別交付金は１，４１５千円の増（１０．９％）、分担金及び負担金は保育所（園）

保護者負担金等の増により９，４３２千円の増（２．１％）、使用料は、預かり保育料、市営

住宅使用料等の増により、１１，６４１千円の増（４．９％）、手数料は住民基本台帳交付手

数料、一般廃棄物処理手数料等の増により、１６，２４８円の増（９．１％）となっています。 

また国庫支出金は、６７０，１４１千円の増（８．７％）で、うち普通建設事業費支出金１
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８０，７３６千円の増（５２．１％）となっています。その大きな要因としては、臨時福祉給

付金給付事業費１８６，８６０千円の減などがあったものの、子ども・子育て支援交付金１２

５，５８７千円の増（皆増）、（仮）プレミアム付商品券発行事業費１３５，８９３千円（皆

増）、普天間３区喜友名線交差点改良事業９１，２００千円（皆増）等があったことによるも

のです。 

 

国有提供施設等所在市町村助成交付金は３６６千円の増（０．１％）、県支出金は、４２１，

４５９千円の減（△７．０％）となって、うち沖縄振興公共投資交付金４０６，８６７千円の

大幅増（６６．７％）、沖縄振興特別推進交付金１，２５５，１０５千円の大幅減（△４９．

４％）等であります。その主な要因としては、伊佐・伊利原市営住宅建替事業費１５２，８１

７千円の増、長田１号道路整備事業６５，６８３千円の増、宜野湾市特定駐留軍用地内土地取

得事業基金積立事業１，７６５，６２５千円の減（△６５．６％）等が挙げられます。 

 

財産収入は、福寿園用地売払収入４４５，０００千円の減（皆減）等により、２５６，８８

３千円の大幅減（△３７．６％）、寄付金は一般寄付金の増（自治会寄付金等）により、９，

１１６千円の増（３９．０％）となっています。 

 

繰入金は、対前年度比較で市債管理基金繰入金の１１３，８７６千円の増（皆増）はあるも

のの、財政調整基金繰入金が２５９，８０３千円の減（皆減）、退職手当基金繰入金が２００，

０００千円の減、特定駐留軍用地内土地取得事業基金繰入金が３，２７０，５２０千円の大幅

減等により、３，６１９，９６４千円の大幅減（△７７．８％）となっています。 

 

繰越金は、普通会計繰越金５０５，７８４千円の減（△３３．２％）、諸収入については、

（仮）プレミアム商品券売上金５００，０００千円の増（皆増）などにより、５１２，２３６

千円の大幅増（２４７．８％）という状況です。 

 

平成２７年度の地方債は、対前年度と比較すると、沖縄振興特別推進交付金（市町村分）の

宜野湾市特定駐留軍用地内土地取得事業基金積立事業債３８４，７００千円の減（△７３．０

％）、臨時財政対策債７２，３０４千円の減（△５．２％）等により、２８２，６０４千円の

減（△１１．５％）となっています。 
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次に、目的別歳出の対前年度比較では、議会費が１７，８２３千円の増（５．８％）、総務

費が５，５２２，７８６千円の大幅減（△５０．８％）、民生費は７３４，８７６千円の増（４．

２％）、衛生費は１００，８０１千円の増（５．５％）、労働費は１３９，７９５千円の大幅

減（△５５．１％）、農林水産業費３，２６２千円の減（△８．３％）、商工費６３６，１４

７千円の大幅増（３７８．５％）、土木費４３８，１７６千円の増（１４．４％）、消防費８

０，２０５千円の増（９．９％）、教育費９９４，９５５千円の大幅増（３４．２％）、災害

復旧費０円、公債費６５，９１７千円の減（△２．４％）となっています。 

 

また、性質別歳出の対前年度比較では、人件費９０，９７８千円の減（△２．０％）、扶助

費７０４，８５２千円の増（５．９％）、公債費６５，９１７千円の減（△２．４％）、普通

建設事業費は△１，６１８，７５０千円の大幅減（△２４．３％）、うち補助事業費１，６１

６，７８３千円の大幅減（△２６．７％）、うち単独事業費１，９６７千円の減（△０．３％）

となっています。災害復旧事業費０円、物件費３０９，７５３千円の増（７．２％）、維持補

修費２５，６８９千円の増（１２．７％）、補助費等７４２，７１１千円の大幅増（３６．９

％）、積立金２，３１８，５０８千円の大幅減（△５６．８％）、投資及び出資金０千円、貸

付金１３，５００千円の大幅減（△６０．０％）、繰出金４０４，１２９千円の減（△１０．

２％）という状況です。 

 

決算収支でみると、形式収支８５８，５００千円、実質収支６５４，５６５千円となってい

ます。財政指標は、実質収支比率は３．７％(対前年度比０．１％減)、財政構造の弾力性を示

す経常収支比率は、８７．４％（対前年度比１．４％増）となっています。また、公債費負担

比率は１１．７％（対前年度比０．１％減）という状況です。 

 

 

普通会計決算の各財政指標について 

 

１．財政力指数について 

 「 財 政 力 指 数 」 と は 、 地 方 交 付 税 法 の 規 定 に よ り 算 定 し た 基 準 財 政 収 入 額 を 基 準 財

政 需 要 額 で 除 し て 得 た 数 値 の 過 去 ３ ヵ 年 間 の 平 均 値 を 言 い 、 「 地 方 公 共 団 体 の 財 政 力

を 示 す 指 数 」と し て 用 い ら れ ま す 。財政力指数は「１」に近くあるいは「１」を超えるほど

財源に余裕があると見なされる指標です。本市の場合、過去３ヵ年の単年度数値は、平成２５
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年度０．６２５、平成２６年度０．６３８、平成２７年度０．６４９で３ヵ年平均の平成２７

年度財政力指数は、「０．６３７」で前年度に比べ０．０１３の増となっています。 

平成２７年度決算での県内各市の状況は、県内１１市平均が０．５１であり、宜野湾市（０．

６４）は、那覇市（０．７５）、浦添市（０．７３）に次ぐ３番目の指数という状況です。 

（ 決 算 資 料 １ ２ ・ １ ４ ・ ２ ６ ・ ２ ７ ・ ３ ０ ペ ー ジ 参 照 ）  

 

２．実質収支比率について 

 「実質収支比率」とは、地方公共団体の一般財源の標準規模を示す「標準財政規模」に対す

る「実質収支額の割合」を示す指標で、黒字の場合、おおむね３～５％が望ましいとされてい

ます。平成２７年度の宜野湾市の実質収支額は、６５４，５６５千円であり、対前年度比較（単

年度収支）で６，３０５千円の増（１．０％）となっています。また、平成２７年度の標準財

政規模は、１７，８５３，７０１千円で対前年度比較６０２，７９０千円の増（３．５％）で

あり、平成２７年度決算での本市実質収支比率は３．７％で、前年度と比べると０．１％の減

となっています。 

 県内各市の状況は、実質収支比率の県内１１市平均が５．７％であり、宜野湾市（３．７％）

は豊見城市（２．０％）に次ぐ２番目に低い指数という状況です。 

（ 決 算 資 料 １ ２ ・ ２ ６ ・ ２ ７ ・ ３ １ ペ ー ジ 参 照 ）    

 

３．経常収支比率について 

 経常収支比率は、財政構造の弾力性を測定する指標として使われ、人件費、扶助費、公債費

等の経常的な経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税等の経常的な一般財源がどの程度充当

されたかをみる指標で、この比率が低い程、投資的経費に充当できる一般財源に余裕があり、

財政構造が弾力性に富んでいると言われています。 

平成２７年度の普通会計決算では、８７．４％（減収補てん債特例分、臨時財政対策債を含

めた場合）となっており、対前年度比で１．４％の増となっています。 

経常収支比率が増となった主な要因は、「経常的な経費」のうち、対前年度比で、人件費が

１．８％の減、物件費が０．３％の減となったものの、扶助費が２．３％の増、補助費等が０．

３％の増、繰出金が１．８％の増となったこと等が起因します。 

 平成２７年度決算での県内各市の状況は、県内１１市平均が８６．４％であり、宜野湾市（８

７．４％）は、宮古島市（８１．９％）、沖縄市（８３．５％）、南城市（８３．８％）、う

るま市（８４．２％）、石垣市（８４．３％）、浦添市（８７．０％）に次ぐ７番目の指数と
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いう状況です。 

（ 決 算 資 料 １ ３ ・ １ ９ ・ ２ ６ ・ ２ ７ ・ ３ ０ ペ ー ジ 参 照 ）  

健全な財政運営を図っていく上からも適正数値の７５％～８０％を目標に、更なる努力が必

要であり、徹底した経常経費の歳出縮減はもちろんのこと、普通交付税や臨時財政対策債等の

依存財源に頼らない、市税を中心とした自主財源の経常的な歳入の増額確保を強化していくこ

とが重要となっています。 

 

４．実質公債費比率について 

  地方債の発行に伴う、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を

基本とした額に対する比率で、許可制だった地方債の発行が平成１８年度から協議制となった

ことに伴い、それまでの起債制限比率では計算されない公営企業の元利償還金への一般会計か

らの繰出し等が反映され、自治体の実質的な財政の明確化、透明化等が図られる実質公債比率

が導入されました。この比率が１８％以上で地方債発行に国の許可が必要となり、２５％以上

で単独事業の地方債が発行できません。平成２７年度の宜野湾市の実質公債費比率は８．６％

で前年度より０．４％減（改善）となっています。また実質公債費比率は、平成１９年度から

財政健全化判断比率の一つの指標として算定されています。経常収支比率とともに財政構造の

弾力性をみる上で重要な指標とされるものです。地方債はある程度活用することは、やむをえ

ないものではありますが、後年度の財政負担とならないよう計画的な地方債発行を行う必要が

あります。 

平成２７年度決算の県内各市との比較では、県内１１市平均で８．３％であり、宜野湾市（８．

６％）は、名護市（６．３％）、南城市（６．６％）、沖縄市（７．３％）、宮古島市（７．

４％）、石垣市（７．７％）、うるま市（８．２％）に次ぐ７番目の数値となっています。 

（ 決 算 資 料 １ ３ ・ ２ ６ ・ ２ ７ ・ ３ １ ペ ー ジ 参 照 ）  

 

５．地方債現在高について 

 平成２７年度決算額における地方債現在高は、３０，３６８，７８９千円で対前年度に比べ

５９，５１４千円の減（△０．２％）となっています。地方債現在高の増加は、公債費負担比

率の上昇とも関係し、これが増加推移していくと財政構造の弾力性は失われ、将来的な負担増

につながります。公債費の償還計画では今後将来的に公債費の増加が予測されています。 

公債費の抑制にあたっては、起債を必要とする新規事業の採択を厳選すること、また、起債

の活用を行わず事業費の確保を図る必要もあることから、市税や使用料・手数料等、更なる自
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主財源の確保対策が必要となっています。 

  平成２７年度決算の県内各市の状況において、宜野湾市の地方債現在高（３０，３６８，７

８９千円）は、那覇市（１３８，９６１，９８４千円）、うるま市（５１，３７９，４９５千

円）、沖縄市（３６，７７３，２３５千円）、浦添市（３６，４６０，０５０千円）、宮古島

市（３６，２０４，８００千円）に次ぐ６番目の額となっています。 

（ 決 算 資 料 ２ ２ ・ ２ ６ ・ ２ ７ ペ ー ジ 参 照 ）  

 

６．債務負担行為額について 

 債務負担行為は、歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額の範囲内におけるも

のを除くほか、地方公共団体が債務を負担する行為につき、その行為の内容として定めておく

ものであり、予算の一部を構成するものです。 

平成２７年度決算では、平成２８年度以降、債務負担行為により支出が見込まれている経費

は、６，７０１，９０３千円で対前年度比２４．６％の増となっています。主な要因としては、

伊佐・伊利原市営住宅建替事業の減はあるものの、新設学校給食センター建設事業、志真志小

学校及び幼稚園関連事業等によるものです。 

  平成２７年度決算での県内各市との比較については、宜野湾市の債務負担行為の翌年度以降

支出予定額（６，７０１，９０３千円）は、那覇市（１８，６９１，８９６千円）に次ぐ２番

目の額となっています。 

（ 決 算 資 料 ２ ２ ・ ２ ６ ・ ２ ７ ペ ー ジ 参 照 ）  

 

 

地方交付税について 

 国税のうち、所得税・法人税の３３．１％、酒税の５０．０％、消費税２２．３％の割合と、

地方法人税（※H26 年度の税制改正により創設）の全額を国が地方公共団体に対して交付する税

で、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住んでいても一定の行政サービスを

提供できるよう財源を保障するためのものです。地方交付税には、普通交付税と特別交付税が

あります。 

 

  普通交付税 

    普通交付税は、基準財政需要額が基準財政収入額を超える地方公共団体に対して、その 

差額（財源不足額）を補てんするため交付されます。 
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基準財政需要額 － 基準財政収入額 ＝ 財源不足額 ＝ 普通交付税 

 

  （１）「基準財政需要額」とは、各地方公共団体の実績による経費の支出ではなく、地方交

付税制度上、各地方団体の財政需要を合理的に測定するために一定の算式で算定した額

です。（標準的な行政運営を行うために必要な一般財源所要額） 

  （２）「基準財政収入額」とは、地方交付税制度上、各地方公共団体の財政力を合理的に測

定するために、標準的な状態において徴収が見込まれる税収入等を一定の方法によって

算定した額です。 

  平成２７年度の交付額は、４，８９３，１６６千円で、前年度に比べ７５，３２２千円の

増（１．６％）であり、歳入総額に占める割合は、１２．７％で対前年度１．１％の増とな

っています。 

  基準財政需要額は、１３，９３９，５０５千円で前年度に比べ６３２，５２４千円の増（４．

８％）であり、基準財政収入額は、９，０４０，５４０千円で前年に比べ５５１，４０３千

円の増（６．５％）となっております。 

（ 決 算 資 料 １ ４ ・ ２ ５ ・ ２ ６ ・ ２ ７ ・ ３ ０ ペ ー ジ 参 照 ）  

 

特別交付税 

特別交付税は、普通交付税の基準財政需要額や基準財政収入額の算定では反映することの

できなかった特別の要因に対して交付されます。平成２７年度の交付額は、５８５，２１５

千円で、前年度に比べ１１，１５０千円の増（１．９％）であり、歳入総額に占める割合は、

１．５％で対前年度０．１％の増となっています。（ 決 算 資 料 ２ ５ ペ ー ジ 参 照 ）  

 

 

目的別経費の決算状況について 

 

１．議会費については、対前年度比１７，８２３千円の増（５．８％）となっています。 

議員報酬事業１１，４０４千円の増、議員出張事業３，７２４千円の増等が主な要因となっ

ています。 

 

２. 総務費については、対前年度比５，５２２，７８６千円の大幅減（△５０．８％）となっ

ています。宜野湾市特定駐留軍用地内土地取得事業基金積立事業１，７６５，６２５千円の
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減、基地返還跡地転用推進事業３，２７０，８６２千円の減等が主な要因となっています。 

 

３．民生費については、対前年度比７３４，８７６千円の増（４．２％）となっています。主

な要因としては、生活保護事業３０５，７６１千円の増、介護給付費等事業１８３，０７０

千円の増、保育所児童措置事業（私立）４３８，１７５千円の増等が主な要因となっていま

す。 

 

４．衛生費については、対前年度比１００，８０１千円の増（５．５％）となっています。主

な要因としては、倉浜衛生施設組合処理負担金事業１０２，０２４千円の増、こども医療費

助成事業６，７７２千円の増、予防接種事業９，４８７千円等が主な要因となっています。 

 

５．労働費については、対前年度比１３９，７９５千円の大幅減（△５５．１％）となってい

ます。主な要因は、地域人づくり事業（補助）７３，０５４千円の皆減、起業支援型地域雇

用創出事業（補助）９２，０３４千円の皆減等によるものです。 

 

６．農林水産業費については、対前年度比３，２６２千円の減（△８．３％）となっています。 

 

７．商工費については、対前年度比６３６，１４７千円の大幅増（３７８．５％）となってい

ます。主な要因は、（仮）プレミアム付商品券発行事業（地域消費喚起・生活支援型）６３

６，７７３千円の皆増等によるものです。 

 

８．土木費については、対前年度比４３８，１７６千円の増（１４．４％）となっています。

主な要因として、伊佐・伊利原市営住宅建替事業（補助）２８６，４０２千円の増、長田１

号道路整備事業（我如古工区）８１，１１３千円の増、道路景観整備事業６８，６２８千円

の増、３・４・７１号普天間線整備事業（補助）３１，２１２千円の皆増等によるものです。 

 

９．消防費については、対前年度比８０，２０５千円の増（９．９％）となっています。主な

要因は、救急業務高度化資機材緊急整備事業３２，６１５千円の皆増、消防救急デジタル無

線整備事業２５，１８５千円の増、消防指令センター整備事業２３，８７７千円の増等によ

るものです。 
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１０．教育費については、対前年度比９９４，９５５千円の大幅増（３４．２％）となってい

ます。主な要因としては、新設学校給食センター用地購入事業４６９，９３４千円の皆増、

新設学校給食センター建設事業１１９，９０８千円の皆増、宜野湾学校給食センター調理業

務等民間委託事業５８，９０４千円の皆増、巡回道路移設工事予定地における埋蔵文化財緊

急発掘調査事業３９，４１６千円の増等によるものです。 

 

１１．災害復旧費については、前年度、今年度とも予算執行はありません。 

 

１２．公債費については、対前年度比６５，９１７千円の減（△２．４％）となっています。

要因については、地方債元金償還事業３２，８４６千円の減、地方債利子償還事業３２，５

３８千円の減等によるものです。なお、当市は今回普通会計決算においては、借換債による

一括償還分や、企業会計債償還分等は公債費に含めないものとされています。 

（決算資料１７・２１・２４ページ参照） 

 

 

性質別経費の決算状況について 

 

  歳出経費を性質別に、「義務的経費」、「投資的経費」、「その他の経費」に分類し構成比

を見ることにより、財政運営の健全性や弾力性を図り知ることができるとされています。すな

わち、「義務的経費」である人件費や扶助費、公債費の歳出総額に占める割合が低く、「投資

的経費」である普通建設事業費等の割合が高ければ高いほど弾力性があり、より健全な財政状

況にあるといわれています。 

  平成２７年度決算における性質別経費の状況を対前年度と比較しますと、「義務的経費」で

ある人件費の割合は１１．９％で対前年比０．６％増、扶助費は３３．５％で対前年度比４．

１％増、公債費は７．０％で対前年度比０．３％増となり、人件費・扶助費・公債費の合計額

の歳出総額に占める割合は５２．４％で、対前年度比５．０％増となっています。 

一方、「投資的経費」である普通建設事業費のうち、補助事業費の歳出総額に占める割合は

１１．７％で、基地返還跡地転用推進事業、（仮）伊利原老人福祉センター整備事業の減、大

山７号道路改良事業の皆減等により、対前年度比３．３％減となっています。また、単独事業

費の占める割合は１．６％で、公立小学校用地買収事業４２，９９９千円の皆減等により、対

前年度比０．２％減となっています。歳出総額に占める投資的経費の全体の割合は１３．３％



 

 - 10 - 

 

 

で前年度と比べ３．１％減となっている状況です。 

「その他の経費」の歳出総額に占める割合は、３４．３％で前年度と比べ１．９％減少して

います。これは、積立金、貸付金、繰出金の減が大きく、宜野湾市特定駐留軍用地内土地取得

事業基金積立事業、財政調整基金積立事業、市債管理基金積立事業、国民健康保険特別会計繰

出金事業等の減が主な要因として挙げられます。（決算資料１８・２９ページ参照） 

 

 

総 括 

 

  平成２７年度普通会計決算における本市の決算状況は、前年度と比較すると、歳入・歳

出決算額とも減額となっています。 

財政運営の健全性や弾力性を図る各指標の状況からも分かるとおり、実質収支比率は黒

字の場合概ね３％～５％が望ましいとされているところ、平成２７年度は３．７％となっ

ています。また、平成１９年に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」

に基づく財政健全化判断比率においても、実質赤字比率や連結実質赤字比率はなく、実質

公債比率も基準値内の８．６％、将来負担比率も同様に５３．９％となっています。 

一方、投資的経費に充当できる状態を示す指標である経常収支比率は８７．４％で、前

年度に比べ１．４％増加しており、子育て支援や高齢化等の影響を受けた社会保障関係費

（扶助費）の増、繰出金への充当経常一般財源の増などが大きな要因と言えます。 

市民のニーズに十分に対応する行政運営に取り組むためには、依存財源に左右されない

安定した歳入の確保が重要であり、特に自主財源である市税の税収確保が第一の課題です。

国は、｢国力の源泉である強い経済の再生なくして、財政の再建も、日本の将来もない｣と

の信念の下、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する｢３本の矢｣効果も

あり、日本経済は着実に上向いているところですが、十分に地方、沖縄までその効果が波

及しているかどうか状況を見極める必要があります。今後も経済情勢を注視しながら、市

税の徴収率向上に向けた取組みを行っていくとともに、他の自主財源についても、受益者

負担を原則として、使用料・手数料等の見直しを継続的に行うとともに、企業誘致の推進

やふるさと納税制度の活用等にも取り組んでいく必要があります。行財政改革推進本部の

下に、事務事業の見直し、積極的なアウトソーシングの推進や、歳出の執行にあたっても、

行財政改革大綱に沿った事業執行と予算編成、事業のスクラップアンドビルドを今後も積

極的に行い、無理・無駄を省く効率的な行政運営が必要となっています。 


